
デイサービス ときの森 運営規程

介護保険事業者番号 2970800310

第 1条 三宅株式会社が開設する指定通所介護事業所、「デイサービスときの森」
(以 下「事業所」と呼ぶ。)の適正な運営を確保するために、人員及び管理
運営に関する事項を定める。

(事 業の 目的 )

第 2条 事業所の生活相談員及び介護職員 (以 下「介護職員」と呼ぶ。)が、要介護
状態 にある在宅の高齢者 (以 下「禾U用 者」と呼ぶ。)に 対 し、適切な指定通
所サー ビスを提供 し、利用者の心身の機能の維持並びに利用者の家族の身

体的及び精神的負担の軽減 を図ることを目的 とする。

(運 営の方針 )

第 3条  1.通 所介護計画 に基づき、利用者が居宅 において 自立 した生活 を営む こ
とができるよ う機能訓練及び必要な援助等 を行 う。

2.利用者の人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービス提供に努める。
3.事業の運営にあたっては、地域との結びつきを重視し、市町村、居宅介護事業者
地域の保健・福祉・医療サービス事業者との綿密な連携を図る。

(事業所の名称等 )

第 4条  事業所の名称及び所在地は次のとお りとする。
1.名称   デイサービス ときの森
2.所在地  奈良県御所市84番地

(職員の職種、員数及び職務内容 )

第 5条  事業所 に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとお りとする。
1.管 理者     1名
管理者は事業所の職員及び業務の管理 を一元的に行 う。

2.生 活相談員   1名 以上
生活相談員 は利用 申込等の調整、通所介護計画、家族 との連絡調整等

を行 う。

3.介 護職員   7名 以上
介護職員は通所介護計画 に基づいて適切な介護サー ビスを提供する。

4.看護職員     1名 以上

看護職員は利用者の健康状態の把握及び看護等の処置を行う。

5.機能訓練指導員  1名 以上
機能訓練指導員は利用者の日常生活上の機能訓練を行う。

6.事務職員、調理員は状況に応じた人員を配置する。
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(営 業 日及び営業時間 )

第 6条 事業所の営業 日及び営業時間は次のとお りとする
1.営業日  月曜日から土曜日 (ただし、年末年始 12/30～ 1/3日 は休業)
2.営業時間 8:15～ 17:15
(サービス提供時間 8:30～ 16:30)

(利 用定員 )

第 7条  この事業の一 日あた りの利用定員は 45人 とする。

(事 業の内容 )

第 8条  この事業所の事業内容は次の とお りとする
1.生 活指導 (相 談・援助等 )
2.日 常生活動作訓練
3.食 事の提供サー ビス
4.入 浴サー ビス
5。 健康チェック

6.居 宅 と事業所間の送迎サー ビス
7.生 活機能向上
8。 運動機器能力向上

9・ 栄養改善マネージメン ト

10・ 口腔機能向上

(通 常の事業実施地域 )

第 9条  通常の事業実施地域は次の地域 とする。
御所市、葛城市、五條市、橿原市、大和高田市、高取町、明 日香村

香芝市、広陵町

(利 用料 )

第 10条  通所指定介護 を提供 した場合の利用額は、厚生労働大臣が定める基準額 に
よるものとし、当該サー ビスが法定代理受領である場合は、利用者の負担

割合 に応 じた額 とする。

1.食  費  750円
2,日 用品費   100円
3.パ ッ ト代   60円
4.お むつ代   170円
5.前 項 に掲げるもののほか、 日常生活 において通常必要 となるものに係る
費用であって、利用者が負担することが適当と認め られる費用。

(サ ー ビス利用 にあた っての留意事項 )

第 H条  サー ビスの利用にあたっては、重要事項 を記 した文章 を交付 して説明を行
い、利用者又はその家族の同意 を得る。
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(緊急時における対応方法 )

第 12条  介護職員等は、事業実施 中に利用者の病状 に急変その他緊急事態が生 じた
時は、看護職員 と連携の上、速やかに主治医に連絡する等の措置 を講ずる

とともに、管理者 に報告 しなければな らない

(非 常災害対策 )

第 13条  1.防 火計画によ り、利用者の避難訓練誘導等、安全確保 に十分な対応 を
行 うものとする。

2.防火訓練計画により年 1回の訓練の実施とともに、日常防火、点検を行うものと
する。

3.事 業所は消化設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非
常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報・連絡体制を

整備し、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行うものとする。

(虐 待の防止 )

第 14条  1.事 業所は、虐待の発生またはその再発 を防止するため、次の各号 に掲げ
る措置 を講ずる。

(1)事 業所 における虐待の防止のための対策 を検討する委員会 (テ レ
ビ電話装置等 を活用 して行 うことができるものとする)を 定期的

に開催す るとともに、その結果 について従業者に周知徹底を図る。

(2)従 業者 に対 し虐待 を防止するための定期的な研修の実施。
(3)前 2号 に掲げる措置 を適切に実施するための担当者 を置 く。

(衛 生管理等 )

第 15条  1.事 業所は、すべての従業者 に対 し、健康診断を定期的に実施するととも
に、事業所の設備および備品等の衛生的な管理に努め、事業所 において

感染症が発生 し、または蔓延 しないように、次の各号 に掲げる措置 を講

じるものとする。

(1)事 業所 における感染症および食中毒の予防及びまん延防止のため
の対策 を検討する委員会 (テ レビ電話装置等 を活用 して行 うことが

できるもの とする)を 定期的に開催するとともに、その結果につい
て、従業者 に周知徹底を図る。

(2)事 業所 における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための
指針 を整備する。

(3)事 業所 において、従業者 に対 し、感染症及び食中毒の予防及びま
ん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延 の防止の

ための訓練 を定期的に実施する。
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(身体拘束等の禁止 )

第 16条

1.事業所は、サー ビスの提供 にあたっては、利用者又は他の利用者の生
命 または身体 を保護するため緊急やむを得ない場合 を除き、身体 的拘

束その他利用者の行動 を制限する行為 (以 下 「身体拘束等」 という)

を行わない。

2.事 業所はやむを得ず身体拘束等 を行 う場合 には、その態様及び及び時
間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他

必要な事項 を記録する。

3.事 業所は、身体拘束等の適正化 を図るため、次に掲げる措置 を講ずる。
(1)身体拘束等の適正化のための対策 を検討す る委員会 (テ レビ電
話装置等 を活用 して行 うことができるもの とす る)を 定期的に
開催するとともに、その結果 について、従業者 に周知徹底 を図

る。

(2)身体拘束等の適正化のための指針 を整備する。
(3)従 業者 に対 し、身体拘束等 の適正化のための研修 を定期的に実
施する。

(職場 におけるハ ラスメン トの防止 )

第 17条  事業所は、適切なサー ビスの提供 を確保する観点か ら、職場 において行わ
れ る性的な言動又は優越的な関係 を背景 とした言動であって業務上必要

かつ相 当な範囲を超えた ものによ り従業者 の就業環境が害 され ることを

防止す るための方針の明確化等の必要な措置 を講ずる。

(業 務継続計画の策定等 )

第 18条

1.事 業所 は感染症や非常災害の発生時 にお いて利用者 に対す るサー ビス
の提供 を継続的 に実施す るための及び非常時の体 制で早期 の業務再開

を図るための計画 (以 下 「業務継続計画」 という)を 策定 し、当該業務
継続計画 に従い必要な措置 を講ずる。

2.事 業所は、従業者 に対 し、業務継続計画 について周知するとともに、必
要な研修及び訓練 を定期的に実施する。

3.事 業所は、定期的に業務継続計画の見直 しを行 い、必要に応 じて業務継
続計画の変更 を行 う。

(そ の他運営に関する留意事項 )

第 19条  1.事 業所は職員の資質向上を図るため、研修の機会 を設け、業務体制 を
整備する。

2.(1)採用時研修 採用後 3か 月
(2)継 続研修   年 2回
3.職員は、業務上知 り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。
職員であった者 に、業務上知 り得た利用者又はその家族の秘密を保持

させ るため、職員でな くなった後 において も、これ らの秘密を保持す

4



4

５

　

６

べき旨を、職員 との雇用契約の内容 とする

サー ビスに関する利用者か らの苦情に対 して、円滑かつ迅速 に対応

す るため、担当者の配置、改善措置、記録の整備等必要な措置 を講 じ

る。

事業所 は、必要な記録 。帳簿等 を整備 し保存する。

サー ビスの提供 によ り、賠償すべき事故が発生 した場合は、速やか に

損害賠償 を行 う。

この規定に定める事項のほか、運営に関する重要事項は、法人 と事業

所の管理者 との協議 に基づいて定めるものとする。

この規定は、平成 17年 2月 1日 よ り施行す る。

変更後 の第 5条 及び第 7条 の規定は、平成 17年 8月 1日 か ら施行す る。

変更後 の第 10条 の規定は、平成 17年 10月 1日 か ら施行す る。

変更後 の第 1条 、第 3条 、第 5条 、第 7条 、第 8条 及び第 10条 の規定は、平成 18年 4

月 3日 か ら施行す る。

変更後の第 5条 、第 6条 、第 7条 の規定は、平成 2刊 年 6月 1日 か ら施行す る。

変更後 の第 1条 、第 5条 及び第 刊O条 の規定は、平成 22年 4月 刊日か ら施行する
変更後の第 5条 の規定は、平成 22年 7月 13日 か ら施行す る

変更後 の第 5条 及び第 10条 の規定は、平成 22年 4月 1日 か ら施行す る

変更後の第 10条 の規定 は、平成 23年 5月 1日 か ら施行す る

変更後の第 5条 、第 7条 、第 8条 の規定 は、平成 24年 4月 1日 か ら施行す る。

変更後の第 7条 、第 9条 、第 10条 の規定は、平成 28年 9月 9日 か ら施行す る。

変更後 の第 5条 、第 10条 の規定は、平成 30年 5月 1日 か ら施行す る。

変更後の第 1条 、第 2条 、第 3条 、第 5条 、第 7条 、第 10条 の規定は、

令和元年 9月 9日 か ら施行す る。

変更後 の第 14条 、第 15条 、第 16条 、第 17条 、第 18条 の規定 は令和 3年 4月 か ら施行す る。

変更後 の第 10条 の規定 は令和 6年 11月 20日 か ら施行す る。

変更後の第 10条 の規定 は令和 8年 5月 1日 か ら施行す る。
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